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橋梁工事に伴う干潟の保全措置・管理の効果を評価することを目的とした調査を実施した．橋脚工事

の際に浚渫した干潟を工事後に埋戻し干潟を復元することを計画とし，干潟生態系の早期回復のため浚

渫時に干潟表土を陸上保管し，復元する干潟表土材とした．また，浚渫による隣接干潟の侵食を抑制す

るため，浚渫境界部に仮設鋼矢板を打設した．さらに，順応的管理手法に基づき工事影響や想定外の事

態への対応を検討し，必要に応じて措置の追加・改善を迅速かつ適切に工事に反映させた．その結果，

鋼矢板は周辺干潟に対し一定の保護効果を示した．また，復元した干潟は周辺干潟と同様の生物群集で

構成されていた．一方，工事中に大規模出水による周辺地形の変化も生じており，これらの影響も踏ま

えた長期的な調査を継続し，全体評価する必要がある． 

Key Words : preservation measure of tidal flats, adaptive management, restoration of tidal flats, con-
struction of bridge pier, impact of construction 

1. はじめに

2022年3月に多摩川河口部(0.8kP)に位置する「多摩川ス

カイブリッジ」（延長約675 m，標準幅員17.3 m；以下，ス

カイブリッジとする．）が開通した（図-1）．スカイブリッ

ジは，成長戦略拠点の形成を支えるインフラとして「羽

田グローバルウイングズ」（羽田空港跡地地区）と「キン

グスカイフロント」（川崎市殿町地区）を結ぶ都市計画道

路1)である．一方，架橋位置周辺は東京湾に残された貴重

な自然干潟である「多摩川河口干潟」が広がっている．

「日本の重要湿地500」（2001年）2)に選定されているこの

干潟は，岸側からヨシを中心とした塩生植物群落，泥質

干潟そして砂質干潟と連続した干潟生態系が形成され，

多様な生物が生息・利用している重要な場として機能し

ている．また，「多摩川河川環境管理計画(1980)」3)で右岸

側が「生態系保持空間」として設定され，調査以外の立

入が制限されている．このため，事業者である川崎市は

「自主的環境影響評価」を実施し，準備書や審査書に基

づく環境保全措置を遵守した事業計画を策定した．特に

生態系保持空間は，橋脚本体の設置だけではなく工事用

図-1 橋梁側面図 
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桟橋等の仮設構造物も設置できない範囲となっているた

め，施工時の立入や改変をおこなうことのない施工計画

を設定した4)． 

また，生態系保持空間前面に位置する干潟の一部は，

橋脚建設に伴う作業船進入のため浚渫する必要があった．

そこで，生態系保持空間の保護，および浚渫した干潟の

埋戻しによる干潟復元について，「多摩川における干潟の

保全・回復計画及び環境モニタリング計画」（以下，干潟

の保全・回復計画とする．）を策定したうえで計画に則り

施工をおこなった．干潟の保全・回復計画では，①浚渫

範囲の縮小，および浚渫による底層の貧酸素化防止のた

めの浚渫形状の工夫，②干潟の浚渫範囲境界への仮設鋼

矢板打設による生態系保持空間の保護，③干潟部浚渫範

囲の埋戻しによる干潟復元方法を主要な保全措置とした． 

また，自然の不確実性を踏まえ，その変化に的確かつ

柔軟に対応するため，河川環境分野の有識者，事業者，

施工者で構成された「河川河口の環境アドバイザー会議」

（以下，アドバイザー会議とする．）を設置した．これら

の保全措置は，環境調査結果の評価や対策の追加検討を

おこない，迅速かつ適切にフィードバックする「順応的

管理手法」5)に基づき実施した（図-2）． 

本論文では，上記に示すこれまでほとんど前例のない

干潟の保全措置・管理に対し，施工前から工事完了時ま

で実施した定期環境調査結果を基に，その効果を評価す

ることを目的とした．  

2. 保全措置の方法

(1) 浚渫範囲の縮小・河川水滞留防止・水質調査 

P3 橋脚の築造工事に伴う干潟の浚渫は，工事船舶の

係留方法の工夫，および後述の生態系保持空間の保護対

策を実施することで，可能な限り浚渫範囲を縮小した． 

また，施工範囲周辺の水域は，河口に位置するため塩

水楔の侵入により元々底層水が貧酸素化しやすい場所で

あった．このため，浚渫によりさらに底層水の滞留が増

すことが無いように，航路部の水深と同程度（AP-2.5 m）

の水深までの浚渫とし，周囲と連続した河床形状となる

計画とした．また，その効果を把握するため，定期的に

水質調査を実施し，施工範囲よりも上流側，浚渫範囲内，

および下流の定点でDO（溶存酸素量）， 塩分，水温を測

定した（図-3）．特に影響が懸念された干潟部の浚渫範囲

内の上層(AP-0.5 m)と下層(AP-2.3 m)の 2か所に，DO計

(U26-001）と塩分・水温計(U24-002-C)のロガーを設置し，

干潟部浚渫完了時（2018 年 5 月）から干潟部埋戻し時

(2021年 3月)まで 1回/時間の頻度で連続観測した.  

(2) 生態系保持空間の保護

当初計画では，浚渫範囲（図-4 の「浚渫範囲」）と生態

系保持空間の間の幅約 7.5 m の領域を法面としていた．

しかしながら，干潟浚渫に伴う法面侵食等の安定性が懸

念されたため，浚渫範囲の境界に仮設鋼矢板を設置し，

浚渫予定であった法面範囲の干潟を緩衝帯として残存さ

せた（図-4）．また，鋼矢板の打設により周辺干潟の地形

変化や，潮汐などに伴う生態系保持空間への河川水の動

態に影響を与えないように，仮設鋼矢板は干潟地盤高

（AP±0.0 m～AP＋0.7 m）まで打ち込んだ．  

【当初計画】

【干潟環境の保全・回復計画の策定】

①浚渫範囲縮小

②生態系保持空間の保護

③埋戻しによる干潟の復元

④工事による汚濁拡散防止

【環境モニタリング計画の策定】

・順応的管理手法に基づく

環境モニタリング

・工事施工手順に応じた計画策定【工事・対策の実施】

・モニタリング結果に基

づく保全・回復措置の修

正・改善の検討

【モニタリング計画修正

検討・実施】

・施工中の想定外の事態

を受けたモニタリング計

画修正と実施

【事後モニタリング】

・施工完了後のモニタリング

【全体評価】

・保全・回復措置の評価

必要な対策検討・実施

【環境モニタリングの実施】

・計画に基づくモニタリング

の実施

【工事・対策の実施】

・保全・回復措置の

実施

図-2 干潟の保全・回復計画の考え方 図-4 干潟断面（浚渫範囲～生態系保持空間） 

図-3 干潟部浚渫範囲および水質調査定点 
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生態系保持空間の保護対策について，緩衝帯の地形変

動を基に，生態系保持空間への影響を評価した（図-5）．

調査は，工事着手前から工事終了時まで春季（5月）と秋

季（10月）に実施した．調査測線は浚渫範囲の干潟を中

心に上流から下流にかけて 14 測線を設定し，干潟部は岸

沖方向に 20 m間隔，緩衝帯については 0.5 m間隔で生態

系保持空間まで測量し，より細かい地形変化を把握した．  

なお，鋼矢板打設直後にアドバイザー会議主催の現地

視察を実施した結果，鋼矢板背面の一部に水が滞留し侵

食が指摘されたため，該当部の矢板に水抜き穴を設け，

鋼矢板背面部に水が滞留しない対策を実施した． 

(3) 干潟復元のための表土移設・仮置き・覆砂

河口周辺域に生息する底生生物にとって，底質環境は

生物の生存に必要な場，および居住の場であり，底生生

物の分布や生物群集を形成するうえで重要な環境因子と

なる 6)-8)．そこで，復元した干潟の早期生物加入を目的と

して，浚渫範囲の干潟表土は薄層浚渫後に乾燥防止に留

意し陸上保管し，復元した干潟の表土として覆砂した． 

薄層浚渫する干潟表土の層厚は，事前調査として浚渫

範囲の干潟の土質性状（粒度組成、強熱減量）と底生生

物（種数・個体数）の鉛直分布を調査し，その分布状況

を基に決定した．鉛直分布は，塩ビ管(φ15 cm×45 cm)を用

いて柱状採泥し，表層 0～5 cm，5～10 cm，以降 10cm間

隔ごとに土質性状と底生生物の分布を比較し決定した．

なお，事前に干潟表層の巣穴を目視観察し，アナジャコ

等の深層まで分布する種が分布していないことを確認し

たうえで，鉛直深度を決定した．その結果，底生生物は

表層 0～5 cmにアサリやヤマトシジミ等の貝類を優占と

した 3,575 個体/m3が出現した．一方，5～15 cmでは 151

個体/m3しか出現しておらず，表層から 5 cmまでに多数

の生物が集中して分布していた（図-6）．また，土質性状

は表層 0～25 cm までは砂分が 90 %以上を占めていたの

に対し，25 cm 以深ではシルト・粘土分の割合が増加し

ており，土質性状は表層から 25 cm以浅とそれ以深で異

なっていた（図-7）．このため，底生生物の分布が集中す

る表層 0～5 cmまでを特に重要な層厚とし，さらに土質

性状が変化しない表層 0～25 cmまでの層厚のうち，施工

精度を考慮して表層 0～15 cm までの土砂を干潟表土と

して設定した．  

干潟部の浚渫（2018 年 2 月）に伴い，前述の表土約

1,500 m3 を特殊バケットで薄層浚渫した．浚渫した表土

は，千葉県千葉市のヤードまで台船運搬し，干潟部埋戻

し（2021年 4月）までの約 3年間，周囲を高さ 1.8 mの

コンクリート製L型擁壁で囲まれた陸上仮置場で保管し

た．擁壁下部には水抜き穴をあけて水の滞留を防止し，

表面は表土投入後に養生シートで覆い保管した．表土は

乾燥による固結化に伴う粒度変化や底質悪化が懸念され

た．このため，保管期間中に 2～3 回/年の頻度で表土の

状態を確認し，臭い，色，固結化状況等を目視調査した．

また，表土の土質性状（粒度組成，強熱減量，酸化還元

電位）について，浚渫前の事前調査（2017年 7月）と秋

季調査（2017年 10月），陸上仮置直後の表土（2018年 3

月）, 表土採取時の未浚渫箇所の干潟表土（2018年 4月），

仮置き 1年後（2019年 5月），埋戻し直前（2021年 3月），

および埋戻し後（2021年 10月）に分析した． 

3. 保全措置の実施結果

(1) 干潟の浚渫範囲の縮小と浚渫範囲の水質

水質結果のうち，特に貧酸素水塊が生じやすい夏季

（2018年 8月）について，調査地点ごとの干潮時のDO，

水温，塩分を比較した（図-8）．その結果，DOの鉛直分 

図-5 干潟地形測量・底生生物調査定点 

（調査定点：側線No.＋岸沖方向の距離で明記） 
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図-6 干潟の底生生物の鉛直分布（事前調査） 
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図-7 粒度組成（事前調査） 

土木学会論文集, Vol. 79, No. 18, 23-18004, 2023.

27-3



水温，塩分を比較した（図-8）．その結果，DOの鉛直分

布は，上流側から下流側まで全調査地点で水深 1.0～1.5 

m 付近を境界に急激に低下した．底層のDO は浚渫範囲

内ではSt.4で 0.6 mg/l（水深 3.5 m），St.5 で 0.8 mg/l（水

深 3.5 m）であり，浚渫範囲近傍(St.2)では 1.2 mg/l（水深

3.0 m），下流側(St.3)では 2.5 mg/l（水深 2.5 m），上流側

(St.1)では 1.9 mg/l（水深 2.0 m）であった．調査地点ごと

に水深が異なるため底層の DO は異なっていたが，いず

れも同水深帯では同程度の DO であった．また，塩分や

水温は，同様に調査地点に関わらず水深 1.0 m～1.5 m付

近を境界に大きく変化しており，塩分は表層で 3.3（上流

側）～7.3（浚渫範囲），水深 1.5 mで 20.1（浚渫近傍）～

27.0（浚渫範囲），水深 3.5 m で 30.2（浚渫範囲）となり，

水深 1.5 m付近で躍層が形成されていた． 

(2) 生態系保持空間の保護

矢板打設直後の 2018 年 5月の調査では，矢板打設前

の 2017 年 10月の調査と比べると，矢板から 1～2 mの

範囲で地盤高が最大 0.3～0.4 m程度下がったが，その影

響は矢板背面から 3 m位置までに留まり生態系保持空間

は矢板打設後も変化していなかった（図-9）．一方，台

風 19号（2019年 10月）の大規模出水前後は，浚渫範

囲外も含めて干潟地形は大きく変動した．緩衝帯の地形

も矢板背面から生態系保持空間に至るまで土砂が流出し 

ており，全体的に地盤高が低下した． 

(3) 干潟復元のための表土移設・仮置き・覆砂 

事前調査（2017年 7月）後に台風 21号（2017年 10月）

による出水の影響で，干潟表層の泥分が変化した（図-10）．

干潟部浚渫時の表土の泥分は，事前調査時の 5～18 %と

比べて 18～31 %と高くなった．一方，仮置直後の干潟表

土の泥分は平均 32 .2 %で，概ね浚渫時の干潟現地盤の表

土の泥分と同等であったことから，干潟現地盤の表土の

層が適切に採取・保管されたと推測された．また，仮置

中の表土の泥分は平均 29.3 %～32.2 %，強熱減量は平均

2.0～3.1 %で保管期間中に大きな変化はみられなかった．

酸化還元電位は，仮置直後は平均 87.5 mV であったが，

仮置約 1 年後に平均 563.7 mV，仮置き約 3 年後に平均

213.3 mVといずれも仮置直後と比べて好気的な環境であ

り，底質悪化は確認されなかった． 

干潟部浚渫範囲は，2021年4月に千葉県の山砂で埋戻

し，保管した表土を覆砂して AP±0.0 m の地盤高の干潟

を復元した（以下，復元干潟とする．）．復元干潟で表土

の柱状サンプルを実施した結果，計画層厚 15 cmで敷設

されていることを確認した． 

干潟復元後に実施した秋季調査（2021 年 10月）では，

表土の泥分（平均 13.8 %）は，周辺干潟の泥分（平均 13.7 %）

と変わらず，復元干潟の表土は周辺の干潟表土と同様の

土質性状であることが確認された．一方，保管中の表土
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図-8 水質調査結果 
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の泥分と比べると復元干潟の表土は粗粒化していた．強

熱減量は復元干潟，および既存干潟で平均 2.5 %と大きな

差はみられなかった． 

(3) 干潟埋戻し後の底生生物の回復状況 

底生生物の種数，個体数について，干潟復元約 6 か月

後の秋季調査（2021 年 10 月）において，復元した干潟

と周辺の既存干潟について比較した（図-11）．復元干潟

①は 5目 7科 12種，復元干潟②は 1目 1科 1種，復元干

潟③は 6 目 6 科 10 種，既存の周辺干潟①は 4 目 4 科 5

種，周辺干潟②は 7 目 8 科 11 種が出現しており，復元干

潟でも周辺干潟と同等の種数が出現していた．優占種は，

復元干潟では小型多毛類のスピオ科やイトゴカイ科等が

優占し，大型の多毛類はほとんど出現しなかった．周辺

干潟もイトゴカイ科やスピオ科が優占したが，復元干潟

ではほとんど出現しなかったアサリやムロミスナウミナ

ナフシの個体数も多かった． 

周辺干潟のみで出現した種は，腹足類でエドガワミズ

ゴマツボ，二枚貝類のホトトギスガイ，ヤマトシジミ，

ハマグリ属，節足動物のムロミスナウミナナフシであっ

た．一方，復元干潟だけで出現した種は，小型多毛類の

ヤマトスピオやニホンドロソコエビ等の環境回復と共に

侵入する日和見種が出現した．二枚貝類は，いずれも殻

長 10 mm 以下の稚貝しか出現しなかった． また，ヤマ

トシジミは既存干潟で 57 個体/m2，復元干潟で 75 個体

/m2 出現しており，いずれも着底初期の 5 mm 以下の小

型個体であった． 

4. 考察

(1) 干潟の浚渫範囲の縮小と浚渫範囲の水質

浚渫範囲は周囲の河床に対して窪地とならない形状と

し，水の滞留とそれに伴う水質悪化を監視するためにモ

ニタリング調査を継続的に実施した．その結果，浚渫範

囲の水質は，施工区域よりも約 1.2 km 上流側(St.1)や約

0.8 km下流側(St.3)と比べて著しい差はみられなかった．

夏季の底層の貧酸素化については，施工範囲を含め上流

側から下流側で底層が貧酸素化していたことから，浚渫

範囲内に限定した現象ではなく，河口域での広域的な貧

酸素化が生じたためと推測された． 

(2) 生態系保持空間の保護

生態系保持空間保護のための鋼矢板打設により，矢板

背面部の一部の地盤高は出水による干潟面の侵食低下が

少なからず生じていた．2018 年 5 月～2019 年 10 月まで

の調査では，季節的な出水を経た後に矢板背面部に侵食

が確認されたが，緩衝帯より岸側の生態系保持空間では

大きな地形変化が生じていなかった．当初の計画案（1:3

勾配の法面を形成）と比べ，仮設鋼矢板の打設，および

それにともなう緩衝帯の形成により，浚渫範囲からの侵

食の影響を防御する効果があったと推測される． 

一方，2019 年秋季調査直後に台風 19 号（令和元年東

日本台風；2019年 10 月 12日）による大規模出水は，施

工範囲を含めた上流から下流までの河口域で大きな影響

を与えた．この台風による出水は流域内のアメダス観測

点でいずれも 24時間降雨量の観測史上最多を記録し，田

園調布水位観測所（河口から 13.4 km）では，約 90年の

観測史上最高水位となり，河川の計画高水位を超えて 15

地域で浸水被害が発生した 9)．この大規模出水の干潟地

形への影響を把握するために，2019年 10 月 29日～30日

に追加で地形測量調査を実施した．その結果，多摩川河

口部は，施工期間中に大規模出水により上流側から下流

側に至るまで，土砂の流出や侵食，堆積などが生じてお

り，施工範囲の地形も大きく変化しており，今後の地形

変動について調査を継続する必要がある． 

(3) 干潟復元のための表土移設・仮置き・覆砂

干潟表土は約 3 年間陸上で保管を実施したが，その期

間中に土質性状（粒度組成，強熱減量，ORP）は，著し

い変化が生じていなかった．これは，採取した干潟表土

の粒度組成の泥分が小さく，乾燥による固結やそれに伴

う乾燥履歴が生じなかったためと推測される．一方，台

風等の季節的な出水により，干潟の土質性状は変動して

おり，事前調査と表土採取直前で土質性状は異なってい

た．このため，河口域等の出水影響が大きい場所におけ

る底質は，出水イベントに伴う季節的な変動により出水

期の前後で変動が生じていると推測された． 

今回の事例のように河口域における干潟の復元を目的

とした干潟表土の採取・保管・覆砂材としての利用に際

し，採取時の干潟表土と復元時の周辺干潟の表土の性状

について，状態が変化することを踏まえて検討を進める

ことが重要である．また，出水による底質の供給や侵食

図-11 底生生物出現状況（干潟復元 6ヶ月後） 
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の規模予測に基づく，自然回復力についても検討してい

く必要がある． 

(4) 干潟埋戻し後の底生生物の回復状況 

多摩川河口干潟は，環境変動の影響を受けやすい河口

に位置しており，施工期間中は季節的な変動の他に，台

風等による出水の影響を受け，土砂の堆積や侵食により

大きなインパクトが生じた．一方，過去の大規模出水

（2007年 9月台風7号）が生じた際の底質環境への影響

は比較的短期間（数か月程度）で回復しており，非定常

な出水よりも夏季に細粒化，冬季に粗粒化する明瞭な季

節変動の方が影響は大きいことが報告されている 8)．干

潟造成後の秋季調査の結果では，造成半年後より既存干

潟と同等の出現種，および個体数が出現していたことか

ら，干潟の保全・回復計画における生態系の早期回復に

関する良好な傾向が見られたと思われる．一方で，復元

した干潟は日和見種で構成されており，既存干潟で出現

した巻貝類や二枚貝類，ムロミスナウミナナフシなどの

比較的大型の底生生物は出現しなかった．造成直後の干

潟は小型多毛類や小型節足動物の日和見種が多数加入す

る 10)-12)ことから，引き続き長期的な調査を実施すること

が重要である． 

なお，今回の調査期間中に生じた大規模な出水による

地形変化やそれに伴う底質変化による影響は継続してお

り，例えば緩衝帯の地盤高は未だ台風前の状態に回復し

ていない．底生生物の自立安定は，日和見種や短命で小

型の底生動物のみで構成される生態系から、大型で生活

史の長い種へ変遷も生息する生態系に変化し，外力や土

砂供給と，地形・土砂環境システムが動的平行に達した

ときが目安となり，造成した干潟においては造成後 2～

6 年以上要するとされている 8)．今回の工事で復元した干

潟は，2 年経過後も小型多毛類を中心とした日和見種が

優占しており，未だ安定した生態系が築かれているとは

いえない．このため，引き続き環境調査結果を継続し，

復元した干潟の機能について評価していく必要がある． 

5. 結論

多摩川スカイブリッジの架設工事は，自然へのインパ

クトを最小限に抑えるための事業計画，および干潟の保

全回復計画を策定し施工を進めた．特に干潟部の施工に

関しては，既存干潟保全のための仮設鋼矢板の打設や，

干潟生態系の早期回復のための浚渫した干潟の表土保管，

および干潟造成時の覆砂材としての利用等，これまでほ

とんど前例のない干潟の保全措置をおこなってきた．ま

た，環境アドバイザー会議では，定期環境調査の結果を

評価するだけではなく，会議での指摘事項について直ち

に対応しながら施工に反映しており，順応的な管理手法

に基づき施工を進めた．これらの保全対策の効果につい

ては，長期的な環境調査を継続することで評価すること

ができる．このため，現在実施している事後調査結果を

含め，長期的な調査の継続と評価をおこなうことが重要

である． 

また，施工期間中に 2度の記録的な出水が生じたため，

大規模な地形変化や底質の変化が記録され，出現生物も

大きく変化が生じている．施工に伴う影響と自然現象で

生じた影響について，調査結果を基に環境変化の大きい

河口部の環境変遷について，今後解析，および評価して

いきたい． 
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PRESERVATION MEASURES FOR TIDAL FLATS ON BRIDGE CONSTRUC-
TION IN THE TAMA RIVER MOUTH AREA AND THEIR EFFECTS  

Kana TAKEYAMA, Tomohiro KUWAE, Yoshiyuki NAKAMURA, Shinya SUZUKI, 
Koutaro TOBA, Hiroki TANAKA Teruhisa YAMAMOTO and Toshio FUROTA 

The purpose of this study is to evaluate the effects of preservation of tidal flats associated with bridge 
construction in the Tama River estuary. Part of the tidal flats in front of the nature reserve area, which 
had been removed by the construction of the bridge piers, was backfilled after the construction. In order 
to promote earlier recovery of the ecosystem, the surface sediments of the dredged tidal flat was tempo-
rarily placed on land and used as the sand capping materials of the restored tidal flats. In addition, steel 
sheet piles were driven into the sediments at the edge of the dredged area, so as to minimize erosion of 
the bankside residual part of tidal flats. These conservation measures were based on an adaptive man-
agement scheme, in which the effects of construction and responses to unexpected natural hazard were 
monitored and examined whether prompt or appropriate improvements of the construction would be 
necessary. The monitoring results showed a rapid recovery of the same benthic communities as the sur-
rounding tidal flat. The driving of steel sheet piles had a certain protective effect on the surrounding tidal 
flats, although a large-scale flooding event caused wide range of topographical disturbances during the 
construction. The damage still remains. Therefore, it is necessary to make an overall evaluation based 
on long-term investigation including these effects. 
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